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任期付女性研究者にみる不安定雇用の実態

JSA女性研究者・技術者調査チームによって行われた「不安定雇用の立場の女性研
究者の実情に関する質的調査」のデータを基に，本稿では不安定雇用のうちの「任
期付」女性研究者に焦点を当て，その問題を明らかにした．その結果，「正規職」と
同等の常勤にもかかわらず，「任期付」は「正規職」と比較し，給与格差，研究環境
格差，キャリア形成のしづらさなどの問題が明らかとなった．
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1　はじめに

本稿では，2018年から実施した JSA女性
研究者・技術者調査チームによる「不安定雇
用の立場の女性研究者の実情に関する質的調
査」から，「任期付」女性研究者が抱える問
題を明らかにする．
大学教員の任期制は，1994年に文部科学

省大学審議会が「教員採用の改善について」で，
人事の活性化を目的として教員の選択的任期
制や契約任期制の導入を答申したことから始
まる．1996年に「大学教員の任期制につい
て（答申）─大学における教育研究の活性化
のために─」を提言し，1997年に「大学の
教員等の任期制に関する法律」が交付された．
そこでは（1）流動型，（2）研究助手型，（3）
プロジェクト対応型の 3タイプが例示された．
山野井ら 1）によれば，任期制を導入する

大学は 1998年から 2001年に 21大学から

147大学へと大幅に増加し，なかでも研究助
手型が最も多く，プロジェクト型は少なかっ
た．
佐藤 2）の JREC-INデータに関する分析で
は，2004年の国立大学法人化後，2005年か
ら 2007年に任期制が急増し，法人化と同時
に，助教を中心に導入が進むとともに，多様
化も進んでいると述べている 3）．また小林 4）

は，統計調査を分析し，2006～ 2012年に特
に若手で任期制雇用が増加し，かつ女子の非
正規雇用の比率は男子の倍以上であるという．

2004～ 2007年は国立大学の運営費交付金
や私立大学の経常経費補助金が削減され，各
大学で外部資金獲得，および財源の多様化が
進み，21世紀 COE5）や特色 GP6）などの大学
教育改革支援の資金が増加した 7）．それに連
動するように，学術研究懇談会（RU11）の
調査から，競争的資金による任期付教員が増
加していることを岡本ら 8）は示した．
文部科学省は 2006年より女性研究者研究
活動支援事業を開始し，その事業を推進する
任期付の女性研究者の採用・登用を進めてき
た．ここで採用された女性研究者の生活や研
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究環境の実情は，国立大学協会教育・研究委
員会男女共同参画小委員会による長年にわた
る大規模なアンケート調査で，各大学での女
性比率や意思決定機関への女性比率増加など
の成果が上がっていることを明らかにした 9）．
すなわち任期制導入の当初，プロジェクト
型任期付教員を目的としたものではなかった
が，国立大学法人化後に戦略的創造研究推進
事業などのプロジェクト型大型研究費が運営
費交付金や補助金の削減を補う研究費として
交付され，その研究の担い手として任期付研
究員が加速度的に導入されてきたといえる．
当初の COEや特色 GPなどのプロジェク

ト（以下 PJと略）は各大学の主体的な提案
の中から採用されていたが，戦略的創造研究
推進事業として予算が大型化し，文科省から
提案されたテーマの中から各大学で PJを選
択して応募する方法に転換し，文科省の政策
にそった自由度の少ない研究に限定された．
女性研究者の男女共同参画推進を目的に積
極的に採用された女性研究者は任期付が中心
であったことから，任期付研究者の問題は女
性研究者の問題ともなっている．

2　分析対象者

本稿では期限付職種に就く者，あるいは就
業経験のある者 17名（表 1）を対象とした．
表 1にみるように，調査対象者で期限付の
者は，①下位職種（主に助手）8名，②プロ
ジェクト担当者 6名（うち 5人が文科省の
女性研究者研究活動支援事業の研究員），③
学振研究員 3名の 3パターンに分類できる．
同居者は①②では単身，あるいは家族と別
居している場合がほとんどで，夫，夫と子と
同居しているのは 2人のみである．今後も
勤務地に住み続けられる保証は無いので，家
族などを巻き込んで定住できず，一時的な単
身での生活となっている状況が垣間見られる．

赴任地で研究ネットワークを構築してキャリ
アを積む環境を整えにくいことがうかがえる．
なお，RPD・PD研究員③は生活費保障がなく，
全員が夫の扶養者となり家族と暮らしていた．

3　生活自立や研究保障が無い任期付雇用

（1）低賃金
表 2にみるように，任期付助手・講師①

や任期付 PJ研究員②の給与は年額 300万円
～ 500万円で節約すれば自立できる額である．
ただし，任期付では給与表の最低ランクに固
定されていると回答した者もおり，また昇級
も無いことが多い．正規職と比較すると賃金
は低く抑えられ，今後の研究発展を考えにく
い状況に置かれている．また自分の研究に使
用できる研究費はほとんど無く，給与を研究
や学会出張などに回せるゆとりはなかった．
助手等①は研究教育職給与表の該当職階の
給与を給付され，有給休暇や社会保険，産休
育休などを保障されていた．

PJ研究員②も①の常勤職を参考にした給
与が支給され，有給休暇や産休・育休，社会

表 1　対象者の特徴
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保険は保障されている場合が大半であった．
しかし給与額は給与表の最低ランクであった
り，昇給がなかったり，社会保険には入れず
自分で国民健保や国民年金を支払っている場
合もあった．そのため，長時間通勤になるが
親と同居したり，外食を控えるなど，生活費
節約の努力をしている様子が窺えた．
日本学術振興会の特別研究員③は，申請し
たテーマの研究に専念する研究費を 3年間支
給される制度で，研究費は保障されている．
しかし，生活費は別途自分で調達する必

要がある．3人とも非常勤講師をしているが，
そこで得られる給与は少額で，生活自立でき
る費用は稼げず，全員夫の扶養になっていた．

（2）なぜ不安定雇用職に就いているか
こうした不安定雇用に好き好んで就いてい
るものは誰一人いなかった．ライフヒスト
リーから，不安定雇用に至った経緯を拾って，
表 3に示した．
助手等①は任期付だが，正規職と労働条件
は同じで，任期なしの職種に移行できる可能
性があり，これまでの任期付からやっと正規
職に就けたという安堵感を持っている人が多
かった．

PJ研究員②は，自分の研究分野とは異な

表 2　給与 表 3　なぜ不安定雇用職に就いているか

期限付きの助手から現職（准教授）になった。助
手時代は一人でなんとか暮らせたが、苦しく、弁
当を作り、外食・飲みには行けなかった。
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る職種を経験したり，5年任期の PJに転職
するなど，職場を遍歴した後にやっと現職に
採用されている就職先だが，必ずしも満足し
ていない．しかし他よりも良いという評価も
強いようである．研究者になる場合，期限の
ない安定した正規職に就くチャンスは，現在
の日本では僅少であることがわかる．

RPD，PD（p.14表 1脚注参照）③は研究
費保障が中心で，生活費の給与は無いが，研
究中心の生活を送ることを前提に期限 3年の
研究費を獲得しているので，研究については
特に不満は無い．生活費は夫の扶養や非常勤
職に頼らざるを得ず，不安定な非常勤の問題
を抱えていた．
（3）研究ができない任期付職の研究環境
　〈研究者としての位置づけ〉 助手等①はも
ちろん，PJ研究員②や RPD，PD③の全員が
科学研究費助成を申請できる研究者番号がも
らえており，社会的には研究者に位置付けら
れていた．
　〈個人研究室の確保〉 研究時間や研究施設
などの研究環境は必ずしも保障されていない．
その一つが大学に個人研究室が必ずしも無く，
研究に集中できる居場所がないことである．
助手等①には正規職と同様に個人研究室を
与えられていたが，PJ研究員②で個人研究
室を使っていたのは 1人にとどまり，事務
職的職員も含めたプロジェクト関係者が一緒
に使う共同の研究室を使用していた．②で
は PJの研究室に出勤することが求められて
おり，個人研究室があるかどうかは研究環境
に大きな影響がある．他の職員の打合せやお
しゃべりがうるさくて研究に集中できない，
図書室などに行くと共同研究室にいないと困
るなどと言われ，大学では落ち着いて研究す
る場所が確保されてないと訴える者もいた．

RPD，PD③は申請する場合に身元引受人
が必要で大学の研究室所属になるが，対象者

にラボ系の研究者はおらず，3人ともフィー
ルドワークや文献研究であったので，大学の
研究室使用が研究上かかせないわけでは無く，
研究室への不満は少なかった．
　〈別途科学研究費でまかなう自分の研究〉
任期付助手等①は研究費をもらえていたが，

「正規職」の半分や別の形での支給とされて
いる者もおり，十分な保障はなかった．

PJ研究員②が使える研究費はプロジェク
ト推進のための予算であり，個人の研究費と
して使用することが難しいと述べていた．
自分の専門の研究テーマに取り組むことは，
どの大学でも承認されていたが，PJのテー
マが自分の専門研究とずれていることがほと
んどで，自分の研究は科学研究費などを別途
獲得していた．

RPD，PD③は研究費保障制度なので，研
究費は保障されているが，その他の必要費用
は少なく非常勤講師の賃金などで工面してい
た．
　〈研究時間の確保〉
場所，研究費と並んで，自分の研究を進め
られない大きな問題は，研究に取り組む時間
の確保である．

表 4　研究時間の保障

、

プロジェクトを回していく業務がやたら多く、研究時間が確保されない。
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助手等①は准教授や教授と同様に，研究が
職務であり，自分が研究することに批判はな
い．しかし，助教はその講座や学科の事務的
な仕事や，実験実習の準備などを担っている
場合が多い．表 4に見るように，大学での拘
束時間が長かったり，雑務が多く，研究時間
をとることがなかなかできない状況を語って
いた．

PJ研究者③はプロジェクトの仕事が最優
先になる．その上，成果が大学評価に直結す
る重点課題のプロジェクトを中心的に推進す
ることが本来業務であることから，プロジェ
クトの仕事に時間が奪われ，自分の研究時間
を捻出できない状況が見られた．
（4）任期付きのデメリット，メリット
ほとんどが何らかのデメリットを感じてお
り，メリットは少なかった．
表 5にみるように，研究環境は准教授な

どと同様に保障されている助手等①であって
も，任期期間終了後の延長雇用や昇格などは，
それまでの業績に左右されるので，みえる形
での業績を短期に作らなくてはならず，長期
的な研究人生の軸となる研究には取り組めな
いようであった．また何年という約束はある
ものの，いつ切られるかという不安の中で働
き，常に次の就職先を探さなければならない
プレッシャーを感じていた．
任期付職は正規職と同等の待遇が保障され
ないことから「人間としてあつかわれない」
と感じてしまうこともあり，体調を崩すだけ
でなく「人格的にも崩れていく」場合がある
ことを訴えていた．「任期付」の同じ立場の
男性からハラスメントを受けた人は，「任期
付」が研究者としての尊厳を認められず，そ
の鬱屈が男より下とみなしている女性である
自分への攻撃に現れたのかも知れないと分析
していた．RPD，PD③は受け入れる教授が
いて 3年の研究が保障されるが，受け入れ側

表 5　任期制のデメリット
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に大きなメリットは無いので，いつ切られる
かという不安を抱えていた．
メリットを答えてくれた人はほとんどいな
かったが，「日本でジェンダーや女性学を本
業とすると非正規の立場を選ばざるを得ず，
（それを受け入れることで）ジェンダー問題
を自分の仕事の真ん中におけた」「いつでも
辞めてやると思っていたので，言うべきこと
は言おうと強く出ることができた」という逆
説的にメリットを述べていたことも，任期付
の問題を如実に表していた．

3年や 5年の任期付きでも 1年毎の更新が
必要としているところも多く，そのことによ
る問題もある．例えば 3月中旬に IDカード
を一度返却し，次年度の採用確定後に再交付
されるが，4月 1日付採用でも実際に手交さ
れるのは 5月で，それまで図書館が利用でき
ず，研究に支障をきたしていた．
（5）ライフプランを立てられない人間的な生
　　活保障
任期付の問題として多くの人があげたのが，
結婚，出産の見通しが立たず保障されるべき
人間的生活保障が無いというものであった．
表 6にみるように，産休・育休保障がある

助手等①や PJ研究員②でも，育休中に任期
が終了したり，育休代替者がいて復帰後の勤
務が短期である場合は復帰しにくいなど，復
帰後の就業継続に不安を抱えていた．それは
具体的に結婚や出産の予定がなくても，今後
の人生の可能性としての産休・育休保障とそ
れに続く現職復帰が保障されないことが人生
への障壁として存在し，リプロダクティブ・
ヘルス＆ライツが十分守られていないことが
明らかとなった．例えば，パーマネントな雇
用になってからでないと結婚・出産に踏み切
れないと考えている人がほとんどであり，身
近な人が仕事を続けるために中絶をした例も
あり，一層慎重になっていた．すなわち，「正

規職」は産休・育休後の現職復帰が保障され
ているが，「任期付」は産休・育休は形式的な
保障にすぎず，実質的には保障されていない．

RPD，PD③は自分のペースで研究できる
保障がなされているが，出産が大きな障壁に
なっている．男性であれば出産時に必然的な
研究中断はなく，出産は女性故の悩みである．
また，RPD，PDを就業と認められず，保育
園入園などの社会的育児支援が受けられない
デメリットもあった．ただし，RPD，PDで
は雇用者がいないので自分の裁量の範囲で無
理して突破できるが，「任期付」では産休・

表 6　人間的な生活保障
　　　（結婚・出産などのライフプランの障壁）
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育休が雇用継続を阻むことが多いので，全員
が RPD，PDの間に出産していた．
リプロダクティブ・ヘルス＆ライツは国連
憲章や世界人口会議で保障された重要な人権
の一つであるが，任期付研究者には実質的に
保障されていない事が明らかとなった．
（6）女性である故のデメリット
女性であることのデメリットについて表 7
に示した．
多くはデメリットを感じていた．例えば，
女性であることで，内容まで吟味されずに研
究の質を低く見積もられてしまうことや，対
等な研究者というより性的対象としてみられ
てしまうこと，結果として助教や任期付など
の低い職階に女性が多くなっていることをあ
げていた．また，女性蔑視の強い地域での
フィールドワークを行う研究では性的対象者
になる危険があることや，直接的で明確な差
別ではないが，よく考えると女性差別を反映
していることが良くあるとの発言もあり，研

究の遂行にも支障をきたす場合があった．
（7）女性研究者研究活動支援事業による効果
大規模大学は JST女性研究者研究活動支
援事業による助成を受けて女性比率を上げる
取り組みをしていた．この支援事業に取り組
んでいた大学に在籍していたことのある対象
者に，その効果について尋ねた．
その結果，「辞めないで研究を続けられる

研究員制度を作り，一定の成果は上がった」
「ジェンダー平等とワークライフバランスの
努力をしてきた大学として評価している」「正
規職の大学で，子育ての時に恩恵を受けた」
と評価する意見がある一方，「機能している
とは思えない」「研究助手制度があったと聞
いたけど，今は誰も活用していない」「10年
経つが，大学全体の取り組みになっていない」
「特に自分の役に立ったという感じは無い」
という否定的な意見，さらに「子育て中の人
はたくさんの支援があるのに，自分は対象外
で一人できりきり舞いしていることに不公平
感を感じる」と，子育て支援に重点を置くこ
とへの疑問もあった．
　「専任と非正規との格差がすごく大きく，
そのことが結果的にその人の研究者としての
成長に制約がかかっている．これは文科省の
女性研究者研究活動支援事業の従事者が置か
れた構造に非常に合致している」「支援対象
が限られ，そこだけにお金が落とされる」と
いう意見にみられるように，同事業は女性研
究者の拡大に必ずしも有効な手立てとならず，
かえって不安定なプロジェクト雇用を生み出
す土壌となっていることも垣間見られた．

4　まとめ

以上，次のようなことが明らかになった．
第一に，多くが「正規職」を望んでおり，「任

期付」雇用は本人の希望ではなかった．対象
者の研究テーマと合致するジェンダー研究が

表 7　女性である故のデメリット
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大学の主流になり「正規職」として位置づく
ことが望まれる．
第二に，同じ常勤雇用でありながら，「任

期付」には賃金や研究費，研究環境など，「正
規職」との間に様々な格差があった．「任期付」
とは，本来は「正規職」と雇用期間が相違す
るだけのはずだが，それが賃金や研究費，研
究環境などの差別的な扱いにつながっていた．
第三に，任期付では，短期的に結果が出る
研究に重点が置かれやすく，長期の研究プラ
ンを持てない．また，プロジェクト雇用の研
究者は第一に PJの研究テーマに取り組むこ
とが使命で，自身の研究テーマに取り組めな
いことが明らかになった．PJの研究者にお
いては，PJの研究成果のみならず，研究者
自身のテーマの研究に取り組む自由度を与え，
それを研究者の業務として評価できること
が，より豊かな PJの推進に結びつくと考える．
また，研究者の業績を論文数に偏った評価に
依存する傾向にあることの問題を見直すこと
も必要である．
第四に，任期が終わることへの不安，次の
就職先を探し続けなければないストレスなど
が，日常の研究や仕事にも大きな影を落とし
ていた．大学の財政面から任期付雇用を容認
する風潮があるが，こうした不安定な雇用形
態が増大することで，かえって大学の研究の
質に影響を与える懸念もある．
第五に，任期付では，人間として保障され
るべきリプロダクティブ・ヘルス＆ライツと
関わる結婚出産の権利が脅かされていた．そ
れは結婚や出産が具体的になっていない人の

将来の可能性も含めて全女性に関わる人権問
題である．
第六に，将来の大学の研究・教育を支える
人材を育成していくためには，安定的・継続
的な運営資金を確保し，若手研究者が長期的
に自身の研究に取り組める環境を保障するこ
とが重要である．第五の問題を除き，今回の
調査で明らかになった「任期付」の問題は，
男女問わない問題であるが，なかでも女性に
「任期付き」の不安定雇用が集中しているこ
とが問題として残される．長期的で安定的な
研究者の育成体制が整備されることが，女性
研究者増大の根本的な解決につながるといえ
よう．
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